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中学生が持つ高齢者の生活に関するイメージと

高齢者を支援する社会資源への関心の実態

「健康長寿都市」を目指す S 市を例として
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目的 S 市の中学生を対象に高齢者の生活に関するイメージと，高齢者を支援する社会資源への関

心について実態を明らかにし，中学生の高齢者理解に関する教育内容を検討するための資料を

提供することを目的とした。

方法 S 市公立中学校の 2 年生967人を対象に，無記名の自記式質問紙による悉皆調査を行った。

調査項目は，対象者の属性，高齢者の生活に関するイメージ，高齢者を支援する社会資源への

関心を問うた。

結果 回収数555部（57.4）のうち，490部（50.7）を分析対象とした。祖父母と同居している

者は158人（32.2），祖父母との同居経験を持つ者は232人（47.3）であった。同居経験を

持つ者の大部分は，自立した生活を送る祖父母との同居であった。祖父母と会う頻度が週 1・

2 回程度以上の者は303人（61.8）であった。対象者の祖父母の平均年齢は72.2歳であり，

「お年寄り」をイメージする平均年齢は71.3歳であった。高齢者の生活に関するイメージとし

て，加齢に伴う身体能力の低下が生じること，家族・友人と交流し，趣味や楽しみを持って生

活したいと思っていることに対象者は同意を示した。祖父母と週 1・2 回程度以上会う者は，

月 1・2 回程度以下の者よりも，元気な高齢者の生活をイメージしていた。高齢者を支援する

社会資源については，「防災行政無線」，「送迎車」，「訪問看護」などを知っていた。また，男

子よりも女子，祖父母と会う頻度が月 1・2 回程度以下の者よりも週 1・2 回程度以上の者が有

意に多くの社会資源を知っていた。

結論 対象者は，高齢者の身体的加齢変化について一定のイメージを持っていたが，身体的加齢変

化によって日常生活に困難が生じるイメージは持っていなかった。性別，祖父母との交流の頻

度が，高齢者を支援する社会資源へ関心を持つ要因となる可能性が示唆された。
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 緒 言

高齢化率が，2020年には29.1，2035年には

33.4に達すると予測される1)わが国では，高齢者

が障がいや疾病を抱えても，住み慣れた自宅で安全

に安心して暮らし続けることができる地域づくりの

必要性が増している。わが国の社会保障制度は，自

らの支えや周囲の人々との助け合いである自助・互

助を基本とし，それらを補完するものとして福祉事

業や社会保険制度などの公助・共助が存在する2)。

核家族化や高齢化の進行，地域の連帯感の希薄化な

ど社会情勢の変化は，住民間の相互扶助機能の維持

困難を招いた3)。国は，自助・互助を支えることに

焦点を当て，自助・互助・公助・共助のバランスを

図った社会保障制度の機能強化を目指している2)。

高齢者の安全・安心・健康を確保するために，国

は，医療・介護・福祉サービスを含めた様々な生活

支援サービスが日常生活の場で適切に提供される地

域包括ケアシステムの構築を推進している。地域包

括ケアシステムにもとづく地域づくりは，高齢者の

みならず，住民の安全な暮らしの確保や，社会保障
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制度の充実上でも重要性が指摘されている2,4)。

地域包括ケアシステムの構築は，地域に暮らす全

住民の協力が必要であり，住民同士の支え合いによ

って実現すると言われている5,6)。しかし，高齢者

が生活に困難を感じる背景として，高齢者が生活上

どのような困難を感じ，どのようなサポートを求め

ているか，住民の理解が浅いことが挙げられる7)。

高齢者支援を行うためには，まず住民の高齢者理解

を促進する必要がある。住民の中でも小学生から大

学生までを含む若者は，高齢者理解が浅いと言われ

ており8,9)，そのなかでも思春期に差し掛かった中

学生は，周囲の大人から自立しようと，地域社会へ

の参画に消極的になることが指摘されている10,11)。

しかし，彼らも将来は住民の一員として，自分たち

の地域を支える使命があり，高齢者への理解を深

め，高齢者支援に関心を持つ必要がある。

中学校学習指導要領では，生徒が主体的に社会の

形成に参画するようになることが期待されてい

る12)。中学生を対象とした高齢者理解に関する教育

の目標は，高齢者への理解を深めることや，高齢者

支援を実践する力の育成が挙げられており，加齢に

よる身体機能や認知機能の低下に焦点を当てた授業

や，高齢者との交流を目的とした高齢者施設訪問な

どが試みられている13～15)。しかし，これらの教育

内容が中学生の実状に合致しているかどうかについ

ては疑問である。中学生が理解を深めるには，彼ら

の実態をとらえて教育を行う必要があると言われて

おり16)，中学生が持つ高齢者理解や高齢者支援への

関心の実態を明らかにする必要がある。

本研究は，S 市に暮らす中学生が持つ高齢者の生

活に関するイメージと，高齢者を支援する社会資源

への関心について実態を明らかにすることを目的と

した。今後，地域包括ケアシステムの構築が進む各

地域の中学生を対象とした高齢者理解に関する教育

内容を検討するための資料を提供するものである。

 研 究 方 法

. 調査対象地の特徴

調査対象地である S 市は，N 県中東部に位置

し，平成22年10月現在の総人口は100,522人，65歳
以上の高齢者人口は25,985人であり，高齢化率は

25.9である17)。S 市は，平成22年の平均寿命が男

性81.7歳，女性88.0歳で，全国平均の男性79.6歳，

女性86.4歳よりも高い18)。平成23年に「世界最高健

康都市構想」を策定し，誰もが生涯現役で，住みや

すい「健康長寿都市」を目指しており，高齢者に対

して積極的な生活支援を展開している。また，古く

から住民が「自分たちの健康は自分たちで守る」と

いう理念を基に，地域の健康づくりに関する活動を

行ってきた19)。さらに，地域医療・保健活動に積極

的に取り組んできた医療機関が存在し，地域に根ざ

した医療が推進されている19)。

. 調査対象者

S 市の公立中学校全 7 校に通う 2 年生全員967人
とした。本研究は，S 市にある全公立中学校に協力

を仰ぐことから，調査の実施が可能な条件を事前に

確認した。2 年生は，中学校生活に慣れ，落ち着い

て質問紙調査に応じることができると考えられたこ

とから，対象者として選定した。

. 調査方法

調査は所属中学校，個人名ともに無記名の自記式

質問紙にて行った。教育委員会と中学校長会に研究

協力の同意を得，中学校のクラス担任教諭を通して

調査対象者へ質問紙を配布し，回収は留め置き法と

した。

. 質問紙

質問紙の作成にあたり，調査対象外の中学 2 年生

20人を対象に，高齢者の加齢変化に関する50分の対

話形式の授業を行う機会を持ち，中学生の高齢者理

解の実態把握に努めた。生徒達は，歳をとると腰が

曲がる，耳が聞こえにくくなるなど，身体的な加齢

変化については知っていた。地域住民の一員とし

て，高齢者を支援する自分たちの役割について問う

と，一部の生徒から「自分の周囲の高齢者は皆元気

そうである。なぜ高齢者を支援する必要があるの

か。」という疑問が出された。これらのやりとりか

ら，生徒たちは高齢者の加齢変化について知識はあ

ったものの，知識と周囲の高齢者の様子とが結びつ

いていないことが推察された。さらに，彼らは，自

分が住む地域に，生活上の困難を抱えている高齢者

もいること，そうした高齢者の生活には，同じ地域

に暮らす住民の支援が必要なことに気付いていない

のではないかと推察された。以上のことから，現行

の高齢者理解に関する教育の内容と中学生の実態に

は齟齬が生じているのではないかと考えられた。

質問紙は，高齢者への看護に精通する研究者 3 人

を含む会議で，質問項目の検討を重ね，作成した。

1) 調査対象者の属性

調査対象者の属性については，性別，祖父母との

同居（「同居」，「非同居」の 2 択），祖父母との同居

経験，日常生活に支援が必要な祖父母との同居経験

（「経験あり」，「経験なし」の 2 択），よく会う祖父

母（「祖父」，「祖母」，「曾祖父」，「曾祖母」の 4 択

で，複数選択），祖父母と会う頻度（「毎日」，「週 1・

2 回程度」，「月 1・2 回程度」，「半年に 1・2 回程

度」，「1 年に 1・2 回程度」，「1 年に 1 回も会わない」
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の 6 択とし，週 1・2 回程度以上，月 1・2 回程度以

下に集約），祖父母の年齢，老人ホームの訪問経験

（「経験あり」，「経験なし」，「わからない」の 3 択），

お年寄りだと思う年齢を問うた。

高齢者と生活を共にした経験や，高齢者の生活の

様子を見る機会が回答に影響するのではないかと考

え，祖父母との同居，祖父母との同居経験，日常生

活に支援が必要な祖父母との同居経験，祖父母と会

う頻度，身内以外の高齢者との交流体験として老人

ホームの訪問経験を質問項目に加えた。さらに，高

齢者の年齢によって生活の様子は変化すると考え，

祖父母の年齢とお年寄りだと思う年齢を質問項目に

加えた。先行研究では，中学生の高齢者イメージの

形成には，高齢者との同居の有無よりも，高齢者と

の具体的な交流経験の多少が影響すると言われてい

る20～22)。本研究でも，高齢者との交流経験に関す

る具体的な質問を検討したが，質問項目数が多いこ

とから，祖父母と会う頻度をもって高齢者との交流

の程度を問うこととした。

2) 高齢者の生活に関するイメージ

調査対象者が，高齢者の生活をどのようにイメー

ジしているかを明らかにするために，S 市に暮らす

高齢者の生活の状態や気持ちを想定した12項目を問

うた。

松原23)は，生活を人が生きるために何かをしてい

る動的なものととらえ，体系化すべきであると提言

している。これを受けて，本研究では生活を生きる

ための活動ととらえた。Lawton による高齢者の活

動能力の段階24)を参考に，最も低次の「生命維持」

の段階を除いた 6 段階に相当し，生活の中でとらえ

やすい能力を，各段階から 2 項目ずつ選び12項目と

した。具体的な質問内容は，高齢者の生活上の困

難7)や，高齢者が生活に満足を感じるもの等25,26)の

先行研究を参考に，この地域の訪問看護経験を持つ

研究者が，S 市在住高齢者の状態や気持ちを想定し

て作成した。調査対象者のイメージの傾向を把握す

ることを目的として，回答は，「まったくそう思わ

ない」を 1，「あまりそう思わない」を 2，「どちら

でもない」を 3，「まあそう思う」を 4，「とてもそ

う思う」を 5 の 5 段階とした。

3) 高齢者を支援する社会資源への関心

高齢者を支援する社会資源への関心は，地域に実

在する高齢者を支援する社会資源を知っていること

で表現されると考えた。質問項目は，S 市にある社

会資源のうちから，高齢者の生活を支えていると考

えられた 9 項目を問うた。

高齢者が利用するサービスは，介護保険サービス

に限らず，住民の誰もが利用できる一般的なサービ

スが数多く含まれている6)。このため，質問項目に

は，広く S 市の住民を対象とした地域の資源が含

まれるように配慮した。質問紙には選定した社会資

源項目の写真を添付し，社会資源の存在と用途を

「知っている」，「知らなかった」の二者択一で回答

を求めた。

. 分析方法

各質問項目について記述統計を行った。次に，高

齢者の生活に関するイメージは，祖父母と会う頻度

が週 1・2 回程度以上の者，月 1・2 回程度以下の者

に 2 分して検討した。比較には，Mann-Whitney の

U 検定を用い，高齢者の生活に関するイメージの

回答は，「まったくそう思わない」，「あまりそう思

わない」を 1，「どちらでもない」を 2，「まあそう

思う」，「とてもそう思う」を 3 として再数値化した。

さらに，高齢者を支援する社会資源を知っている者

の属性を明らかにするために，高齢者を支援する社

会資源の存在および用途を「知っている」と答えた

項目数それぞれを，対象者の属性ごとに Mann-
Whitney の U 検定を用いて検討した。分析には統

計ソフト SPSS for Windows21.0を用い，いずれも

有意水準は 5とした。

. 倫理的配慮

研究協力依頼状を用いて，調査対象者および保護

者に研究の目的，方法，個人情報の保護および回答

を拒否しても何ら不利益が生じない旨を説明した。

質問紙の回答提出をもって研究参加の同意を得たと

みなした。なお，本研究は，国立国際医療研究セン

ター倫理委員会の承認（2013年 4 月19日）を得て実

施した。

 研 究 結 果

555人から回答があり（回収率57.4），回答に記

入漏れのあった65人を除外した。性別のみ無回答の

33人は分析対象とし，490人（有効回収率50.7）

を分析対象者（以下，対象者）とした。

. 対象者の属性

対象者は，調査時現在の祖父母との「同居」が

158人（32.2），「非同居」が332人（67.8）であ

った（表 1）。祖父母との同居経験では，「経験あり」

が232人（47.3），「経験なし」が258人（52.7）

であった。ADL や認知機能が低下した祖父母との

同居経験者は，各10未満であった。祖父母と会う

頻度では，「毎日」が203人（41.4），「週 1・2 回

程度」が100人（20.4）であり，これらを合わせ

ると祖父母と会う頻度が週 1・2 回程度以上の者は

61.8であった。一方，「月 1・2 回程度」，「半年に

1・2 回程度」，「1 年に 1・2 回程度」，「1 年に 1 回
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表 対象者の属性

n＝490

項 目 人数（)

性別 男子 206(42.0)
女子 251(51.2)
無回答 33( 6.7)

祖父母との
同居

同居 158(32.2)
非同居 332(67.8)

祖父母との
同居経験

経験あり 232(47.3)
┌
│
│
│
│
└

ADL が低下した祖父母との
同居経験

38( 7.8)

認知機能が低下した祖父母
との同居経験

28( 5.7)

経験なし 258(52.7)
祖父母と会
う頻度

毎日 203(41.4)
週 1・2 回程度 100(20.4)
月 1・2 回程度 113(23.1)
半年に 1・2 回程度 44( 9.0)
1 年に 1・2 回程度 25( 5.1)
1 年に 1 回も会わない 5( 1.0)

表 対象者の祖父母の年齢とお年寄りをイメージ

する年齢 n＝490

項 目 人数（)
Mean±SD

祖父母の年齢 72.2±6.89
50歳代 4( 0.8)
60歳代 117(23.9)
70歳代 264(53.9)
80歳代 101(20.6)
90歳代 3( 0.6)

100歳代 1( 0.2)
お年寄りをイメージする年齢 71.3±8.10

40歳代 1( 0.2)
50歳代 6( 1.2)
60歳代 124(25.3)
70歳代 228(46.5)
80歳代 118(24.1)
90歳代 10( 2.0)

100歳代 3( 0.6)

表 高齢者の生活に関するイメージと祖父母と会う頻度との関係

高齢者の生活に関するイメージの項目

全体
n＝490

祖父母と会う頻度

週 1・2 回
程度以上
n＝303

月 1・2 回
程度以下
n＝187 P

Mean±SD Mean±SD Mean±SD

◯病気を抱えながら家で生活していることもある 3.46±1.1 3.4±1.1 3.6±1.0 

◯運転能力が低下して危なくなるので，自動車の運転をしなくなる 3.34±1.2 3.3±1.2 3.5±1.1 

◯家族や友人と会ったり，話をすることを楽しみにしている 4.48±0.8 4.4±0.8 4.5±0.8 n.s.
◯急ごうと思っても，ゆっくりとした動作になってしまう 3.71±1.0 3.7±1.1 3.8±0.9 n.s.
◯自分でできることは若い人に頼らず，自分でしたいと思っている 3.63±1.0 3.7±1.1 3.6±1.0 n.s.
◯物忘れがひどくなり，自分が今何処にいるかわからなくなることも

ある 2.98±1.1 2.9±1.1 3.1±1.0 n.s.

◯膝や腰が痛くなり，重いものを運んだり，長い距離を歩くことが大
変になる 4.26±0.9 4.2±1.0 4.4±0.7 

◯趣味や楽しみを持って生活したいと思っている 4.22±0.9 4.2±0.9 4.3±0.8 n.s.
◯新聞や書類の小さな文字が読みにくくなる 4.16±0.9 4.1±0.9 4.2±0.8 n.s.
◯毎日の食事をつくることが，面倒になることもある 2.88±1.0 2.9±1.1 2.9±0.9 n.s.
◯自分の健康について関心が深い 3.69±1.0 3.7±1.0 3.7±0.9 n.s.
◯着替えや外出に手伝いが必要になることもある 3.26±1.1 3.2±1.2 3.4±1.1 

※1 高齢者の生活に関するイメージ 5 段階尺度「まったくそう思わない」＝1～「とてもそう思う」＝5
※2 祖父母と会う頻度 2 群の比較Mann-Whitney の U 検定。この際，高齢者の生活に関するイメージ 5 段階尺度

を，「まったくそう思わない」，「あまりそう思わない」を 1，「どちらでもない」を 2，「まあそう思う」，「とても

そう思う」を 3 として再数値化した

※3 : P＜.01, : P＜.05
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も会わない」を合わせると祖父母と会う頻度が月

1・2 回程度以下の者は38.2であった。祖父母と

会う頻度は，男女間で差がなかった（x2＝1.44, P＝
0.92）。対象者の祖父母の平均年齢は72.2±6.89歳で

あり，対象者がお年寄りをイメージする平均年齢は

71.3±8.10歳であった。祖父母の年齢が70歳以上の

者は，75.3であり，お年寄りをイメージする年齢

を70歳以上とした者は，73.2であった（表 2）。



314

表 高齢者を支援する社会資源を知っている人数

n＝490

社会資源の項目
社会資源の存在

人数()
社会資源の用途

人数()

◯防災行政無線 475(96.9) 426(86.9)
◯送迎車 446(91.0) 367(74.9)
◯訪問看護 357(72.9) 314(64.1)
◯郵便局や銀行，市役所

にある眼鏡やルーペ 350(71.4) 288(58.8)

◯買い物宅配サービス 309(63.1) 240(49.0)
◯集会所 201(41.0) 173(35.3)
◯市内巡回バス 136(27.8) 65(13.3)
◯給食サービス 115(23.5) 100(20.4)
◯青延長用押しボタン 75(15.3) 57(11.6)

表 対象者の属性と高齢者を支援する社会資源を

「知っている」項目数との関連 n＝490

対象者の属性 n
社会資源の存在 社会資源の用途

mean±SD P mean±SD P

性別
男子 206 4.6±1.6


3.7±1.9


女子 251 5.3±1.5 4.5±1.9

祖父母との
同居経験

あり 232 5.2±1.7
n.s.

4.4±2.0
なし 258 4.9±1.6 3.9±1.9

祖父母と会
う頻度

週 1・2 回
程度以上 303 5.2±1.7



4.3±2.0
月 1・2 回

程度以下 187 4.8±1.5 3.8±1.9

※1 社会資源の存在，用途について「知っている」と回答し

た項目数を示す範囲は 0～9
※2 対象者の属性の各項目における 2 群間の比較Mann-

Whitney の U 検定

※3 P＜.001, P＜.01, P＜.05
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. 高齢者の生活に関するイメージと祖父母と会

う頻度（表 3）
高齢者の生活に関するイメージでは，「◯お年寄

りは，家族や友人と会ったり，話をすることを楽し

みにしている」，「◯お年寄りは，膝や腰が痛くな

り，重いものを運んだり，長い距離を歩くことが大

変になる」，「◯お年寄りは，趣味や楽しみを持っ

て，生活したいと思っている」，「◯お年寄りは，新

聞や書類の小さな文字が読みにくくなる」の 4 項目

は，平均値が4.0以上であり，「そう思う」側に寄っ

ていた。一方，「◯お年寄りは，物忘れがひどくな

り，自分が今何処にいるかわからなくなることもあ

る」，「◯お年寄りは，毎日の食事をつくることが，

面倒になることもある」の 2 項目は，平均値が3.0
未満であった。

祖父母と会う頻度が月 1・2 回程度以下の者は，

週 1・2 回程度以上の者に比べて，「◯お年寄りは，

病気を抱えながら家で生活していることもある」，

「◯お年寄りは，運転能力が低下して危なくなるの

で，自動車の運転をしなくなる」，「◯お年寄りは，

膝や腰が痛くなり，重いものを運んだり，長い距離

を歩くことが大変になる」，「◯お年寄りは，着替え

や外出に手伝いが必要になることもある」の 4 項目

について有意に同意していた。

. 高齢者を支援する社会資源を「知っている」

ことと対象者の属性

対象者の50以上が社会資源の存在と用途のどち

らも「知っている」項目は，「防災行政無線」，「送

迎車」，「訪問看護」，「郵便局や銀行，市役所にある

眼鏡やルーペ」の 4 項目であった（表 4）。
女子は男子に比べて高齢者を支援する社会資源の

存在と用途を「知っている」項目数が有意に多く，

祖父母と会う頻度が週 1・2 回程度以上の者は月

1・2 回程度以下の者に比べて高齢者を支援する社

会資源の存在および用途を「知っている」項目数が

有意に多かった。祖父母との同居経験が「あり」の

者は「なし」の者に比べて高齢者を支援する社会資

源の用途を「知っている」項目数が有意に多かった

（表 5）。

 考 察

. 対象者の背景

近年，小学生・中学生・高校生は，祖父母との同

居や交流の機会が減少していると報告されてい

る27)。国民生活基礎調査によると，2013年現在，18
歳未満の者がいる世帯のうち，3 世代世帯は16.3
である28)。嵯峨座らの全国調査27)によると，中学生

で，週 1・2 回以上祖父母と会う者は40.6であ

る。本研究の対象となった中学生は，祖父母との同

居率が32.2，祖父母と会う頻度が週 1・2 回程度

以上の者は61.8であり，祖父母と同居している

者，祖父母と会う頻度の高い者が相対的に多いと言

える。

対象者の祖父母の平均年齢は72.2歳であり，お年

寄りをイメージする平均年齢は71.3歳であった。先

行研究において，お年寄りをイメージする年齢を70
歳以上とした中学生は，75.7であったと報告され

ており22)，本研究結果の73.2と大きな差は認めら

れなかった。

対象者の47.3は祖父母との同居経験があったが，

ADL や認知機能が低下した祖父母との同居経験者

はそれぞれ10未満であった。対象者の祖父母の平

均年齢は72.2歳であり，前期高齢者であったことか

ら，日常生活に支援が必要な祖父母との同居経験が

ある対象者は少なかったのではないかと考えられた。
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. 高齢者の生活に関するイメージ

高齢者の生活に関するイメージでは，対象者全体

の回答の平均値が「そう思う」を示す4.0以上であ

った項目から，対象者は，高齢者に歩行能力や視力

の低下という加齢に伴う身体能力の低下が生じるこ

と，高齢者が家族や友人と交流し，趣味や楽しみを

持って生活したいと思っていることをイメージとし

て持っていた。中学生の高齢者イメージの調査にお

いて，高齢者を情緒的には肯定的にとらえながら，

活動能力や身体面では否定的にとらえる傾向がある

と報告されている20～22)。本研究は，高齢者の生活

に関するイメージを問うたものであり，質問項目は

先行研究と異なるが，先行の高齢者イメージで認め

られた傾向と同様に，身体面では否定的にとらえな

がらも，情緒的には肯定的にとらえる傾向が示唆さ

れた。

回答の平均値が「どちらでもない」を示す3.0未
満であった項目から，対象者は，高齢者に何処にい

るかわからなくなるという認知機能の低下や，食事

をつくることが面倒になるという生活機能の低下が

生じることをイメージし難いことがうかがえた。

祖父母と会う頻度別では，祖父母と会う頻度が月

1・2 回程度以下の者は，祖父母と会う頻度が週 1・

2 回程度以上の者よりも，高齢者に身体能力の低下

が生じることや，高齢者が疾病や障がいを抱え生活

することを，高齢者の生活に関するイメージとして

持っていた。中学生の高齢者イメージに関する調

査20,21)では，高齢者との交流経験を多く持つ者は，

高齢者の活動能力や身体面を肯定的にとらえると報

告されている。本研究においても，同様の傾向が示

唆された。祖父母と会う頻度が高い対象者は，祖父

母の日常生活の様子を目にする機会が必然的に多く

なると考えられる。対象者の祖父母の平均年齢は，

72.2歳と前期高齢者に該当し，対象者は自立した日

常生活を送る祖父母を想定して高齢者の生活に関す

るイメージを回答した可能性がある。本研究では，

対象者に高齢者との交流経験に関する具体的な内容

は問わなかった。今後，高齢者の生活に関するイ

メージが，高齢者とのどのような交流によって形成

されるのか検討する必要がある。

. 高齢者を支援する社会資源への関心

高齢者を支援する社会資源の存在および用途につ

いて，対象者の50以上が知っていた項目は，「防

災行政無線」，「送迎車」，「訪問看護」，「郵便局や銀

行，市役所にある眼鏡やルーペ」であった。S 市で

は，「防災行政無線」は，行方不明になった認知症

高齢者の捜索や振り込め詐欺への注意喚起など様々

に利用されており，防災行政無線の放送を中学生が

耳にする機会も多い。「訪問看護」は，具体的なサー

ビスが家庭内で行われるので，対象者が目にする機

会は少ないと考えられるが，この地域の訪問看護の

実利用人数は多いとの報告がある29)。対象者の50
以上が知っていた項目より，対象者は，日常生活を

通して，高齢者を支援する社会資源に触れ，その存

在や用途を知るようになる側面があることが示唆さ

れた。

高齢者を支援する社会資源の存在および用途を知

っているのは，男子よりも女子，祖父母と会う頻度

が月 1・2 回程度以下の者よりも週 1・2 回程度以上

の者であった。

山本らは，中学生女子が，男子よりも高齢者支援

へ積極的な姿勢を示すことを報告しており30)，本研

究もこれを支持する結果であった。その背景とし

て，わが国では，家事・育児・介護は，長い間女性

が担ってきた歴史があり31)，妻が家事の80以上を

担う家庭は 8 割を超えている32)。また，小・中・高

校生を対象に，夫婦の家事・育児分担をどのように

するべきか問うた調査では，小・中・高校生を通じ

て，「妻が担う」と回答した者は，男子よりも女子

の割合が高かった33)。また，高齢者支援を担う介護

職は，7 割が女性である34)。S 市は主要な産業が農

業であったことから，昔ながらの性役割の考えが残

っていると言われている35)。ヘルスプロモーション

において，人々が地域の課題に取り組むには，知識

や態度といった個人の要因だけでなく，周囲の人々

の行動や社会的規範といった社会的要因，法律や経

済的措置といった環境的要因が深く関係していると

言われる36)。対象者は，社会的要因の影響を受け，

女子の方が男子よりも高齢者支援に関心を向けやす

く，高齢者を支援する社会資源を有意に多く知って

いたのではないかと考える。

高齢者に対する肯定的なイメージは，高齢者を大

切にし，高齢者支援に対して前向きな風潮を生み出

すと言われている37)。また，肯定的な高齢者イメー

ジの形成には，高齢者との交流経験が影響すると言

われている20～22)。祖父母と週 1・2 回程度以上会う

者は，月 1・2 回程度以下の者より，元気な祖父母

との生活を通した交流経験が多く，肯定的な高齢者

イメージの形成が進み，高齢者を支援する社会資源

の存在および用途に目が向くようになったのではな

いかと考える。同様の理由から，祖父母との同居経

験がある者は，経験がない者に比べて，高齢者を支

援する社会資源の用途について知っている項目数が

有意に多かったのではないかと考える。肯定的な高

齢者イメージの形成には，高齢者との同居の有無以

上に，高齢者との具体的な交流経験の多少が影響す
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ると言われており20～22)，本研究結果においても，

祖父母との同居より，祖父母と頻回に会うことが，

高齢者を支援する社会資源に関心を持つ要因となる

可能性が示唆された。今後は，対象者が祖父母とど

のような交流をすることによって高齢者を支援する

社会資源に関心が向くのか，内容を明らかにする必

要がある。

. 本研究の限界と今後の展望

本研究は，S 市の公立中学校に通う 2 年生を対象

に行った調査であり，私立中学の在校生，S 市の公

立中学 1 年生，3 年生の意見は反映されていない。

また，無記名の自記式質問紙調査であり，有効回収

率が50.7であったことから，分析対象者に偏りが

生じた可能性がある。高齢者の生活に関するイメー

ジ，高齢者を支援する社会資源への関心については，

S 市の地域性に配慮して独自に質問項目を設定した

ため，本研究の結果を他地域の中学生に適応するに

は慎重を要する。今後は，より体系的な調査をもと

に，質問項目を検討した調査が求められる。しかし

ながら，本研究は中学生の高齢者理解に関する教育

内容を検討するための資料として，S 市の中学 2 年

生が持っている高齢者の生活に関するイメージと高

齢者を支援する社会資源への関心を一定程度示し，

その背景を検討した。本研究結果より，自立して暮

らす者から生活支援が必要な者まで，さまざまな高

齢者の暮らしが地域にあることや，地域に存在し誰

もが利用できる社会資源が，高齢者の生活にどのよ

うに活用されているのか，地域の状況を考える機会

となるような高齢者理解に関する教育内容を検討す

る必要があると考える。

本研究を実施するにあたりご協力をいただいた皆さま

に心より感謝を申し上げます。調査にあたり，平成25年
度公益財団法人文教協会調査研究助成の一部を活用いた

しました。なお，本稿は平成25年度国立看護大学校研究

課程部看護学研究科に提出した特別研究論文の一部を加

筆・修正したものです。
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Junior high school students' awareness of older adults' daily lives and
social resources available for older adults: Focus on S city

Akiko KOYAMA, Yoko HAMAMOTO2and Reiko SATO3

Key wordsawareness about older adults, support for older adults, social resources, junior high school
students

Objective In order to assess the impact of educational content on students, this study investigated junior
high school students' awareness of older adults' daily lives and the social resources available for ol-
der adults.

Methods Participants were 967 second-year students at a public junior high school in S city. A complete
enumeration survey was conducted using anonymous self-administered questionnaires. The survey
items obtained information about participants' demographic characteristics, their perceptions of ol-
der adults' daily life, and their awareness of the social resources for older adults.

Results Of the 555 returned questionnaires (57.4), 490 (50.7) valid responses were analyzed. A total
of 158 participants (32.2) lived with their grandparents, and 232 participants (47.3) had some
experience living with their grandparents, most of whom still lived independently. Further, 303 par-
ticipants (61.8) met their grandparents at least once or twice a week. The mean age of par-
ticipants' grandparents was 72.2 years. The mean age that the participants regarded a person as `̀ el-
derly'' was 71.3 years. Participants' perceptions of older adults' daily lives included decreased physi-
cal ability due to aging, need and desire to stay in touch with family and/or friends, and enjoying
hobbies and pleasurable activities. Participants who met their grandparents at least once or twice a
week perceived elderly life as more cheerful compared to participants who met their grandparents
once or twice a month or less. The participants were familiar with some social resources for older
adults such as `̀ administrative disaster-prevention wireless communication system,'' `̀ transporta-
tion service by car,'' and `̀ visiting nurse.'' Female participants were aware of signiˆcantly more so-
cial resources compared to male participants, as were participants who met their grandparents at
least once or twice a week compared to those who met their grandparents once or twice a month or
less.

Conclusion Although participants were aware of the age-related physical changes, they were unaware of the
di‹culties associated with these changes in the daily lives of older adults. Gender and frequency of
contact with grandparents may have contributed to junior high school students' awareness of social
resources for older adults.
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